
*********************************************************** 

◇◆◇ 羽切特許事務所 メールマガジン ◇◆◇ 

************************************************************ 

 

このメルマガは当事務所とお取引きいただいている皆様、または 

当事務所とご面識のある皆様にお届けしています。 

知的財産に関する基礎知識や最新の法改正情報など、実務上お役 

に立つと思われる情報をピックアップして、送らせて頂きます。 

メルマガ配信をご希望でない場合は、誠に恐縮ですが、下記アド 

レスまでお知らせください。 

hagiripo@hagiripo.com 

 

━ 知財担当者のためのメルマガ ━━━━━━━━━━━━━━━ 

                       ２０２３年１０月号 

 

┏━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

┃ ◎本号のコンテンツ◎ 

┃  

┃ ☆知財講座☆ 

┃（２１）新規事項を追加する補正 

┃ 

┃ ☆ニューストピックス☆ 

┃ 

┃ ■オンライン申請とオンライン発送書類の対象拡大（特許庁） 

┃ ■ＡＩ関連発明の審査体制を強化（特許庁） 

┃ ■記事利用料、著しく低い設定は独占禁止法違反も（公取委） 

┃ ■模倣品の輸入差止件数、過去３番目の多さ（財務省関税局） 

┃ ■「みんなの意匠権 十人十色のつかいかた」発行（特許庁） 

┗━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

 

特許庁は、各種手続のデジタル化を推進するため、オンラインで 

行うことが出来る申請書類と発送書類の対象を拡大すると発表し 

ました。 

発送書類については、希望者は特許証、商標登録証、年金領収書、 

商標更新申請登録通知などをデジタルで受け取れるようになりま 

す。 

mailto:hagiripo@hagiripo.com


今号では、特許庁における申請手続及び発送手続のデジタル化に 

ついて紹介します。 

 

┏━┳━┳━┳━┳━┳━┳┓ 

┃知┃財┃基┃礎┃講┃座┃ 

┗━┻━┻━┻━┻━┻━┻┛━━━━━━━━━━━━━━━━ 

 

（２１）新規事項を追加する補正 

 

【質問】 

 特許出願を終えた後に出願済の内容に対して新しい技術的な事項 

を追加することはできないということですが、どのようなことが禁 

止されるのでしょうか？ 

 

【回答】 

 「新規事項を追加する補正は拒絶理由、無効理由になります」と 

よく言われます。どのようなものが「新規事項を追加する補正」と 

されるのか説明します。 

 

＜特許出願後、出願内容を補充・訂正可能＞ 

 発明は概念的なものです。このため、特許出願の際に特許請求す 

る発明を文章（必要な場合には図面も添付）で説明することは容易 

でありません。そこで、特許出願の際に発明を説明するために提出 

していた文章、図面の内容を特許出願後に一切訂正できないことに 

すると新規な発明を他者に先駆けて公開※してくれた特許出願人、 

発明者の保護に欠けることになります。※特許出願の内容は出願後 

１８カ月後に出願公開公報や J-Plat Patで社会に公表されます。 

 そこで、特許出願の際に発明を説明するために提出していた文章、 

図面の内容を、特許出願後に、補充・訂正する補正が特許出願人に 

認められています。 

 

＜補正後の内容で出願していたことになる＞ 

 補正が行われた場合、その補正の効果はいつから発揮されるの 

か？が問題になります。 

 補正が行われた時点からのみ補正の効果が発揮されることになる 

と、例えば、特許出願の審査で、補正が行われるたびに特許性判断 



の時期を補正が行われた時点に変更しなければなりません。これは 

非常に煩雑です。 

 そこで、特許法では、補正の効果は特許出願の時点に遡及する、 

すなわち、特許出願の時点から補正後の内容で特許出願が行われて 

いたとして取り扱っています。 

 

＜新規事項を追加する補正の禁止＞ 

 上述したように補正は出願時に遡って効力を発揮します。これを 

補正の遡及効といいます。 

 一方、同一の発明について複数の特許出願が競合した場合、一日 

でも先に特許出願を行っていた者でなければ特許取得は認められま 

せん（先願主義 特許法第３９条）。 

 このため、出願当初の明細書や図面(以下「当初明細書等」といい 

ます)に記載した事項の範囲を超える内容を含む補正が特許出願後 

に行われ、当初明細書等に記載されていなかった技術事項が追加さ 

れた補正後の発明が、補正の遡及効によって、特許出願の時点から 

明細書に記載されていたとして取り扱うと先願主義の原則に反する 

ことになります。 

 そこで、特許出願人のために補正を許容する一方、先願主義の原 

則を実質的に確保し、第三者との利害の調整を図る目的で、明細書 

等の補正については、当初明細書等に記載した事項の範囲内におい 

てしなければならない、すなわち、新規事項を追加する補正を行っ 

てはならないとされています（特許法第１７条の２第３項）。 

 

＜新規事項を追加する補正は拒絶、無効理由＞ 

 補正が「当初明細書等に記載した事項」との関係において、新た 

な技術的事項を導入するものであるか否かにより、その補正が新規 

事項を追加する補正であるか否かが判断されます。 

 「当初明細書等に記載した事項」とは、当業者によって、当初明 

細書等の全ての記載を総合することにより導かれる技術的事項です。 

 補正が「当初明細書等に記載した事項」との関係において、新た 

な技術的事項を導入しないものである場合、その補正は、新規事項 

を追加する補正でなく、他方、補正が新たな技術的事項を導入する 

ものである場合、その補正は、新規事項を追加する補正であって拒 

絶理由を受けることになります。審査の過程で審査官が気づかずに 

特許成立してしまった場合には特許無効の理由になります。 



 

＜どのような補正が新規事項追加になるか＞ 

 特許審査基準に記載されている事例をいくつか紹介します。 

Ａ 当初明細書等に明示的に記載された事項にする補正：〇 

 補正された事項が「当初明細書等に明示的に記載された事項」で 

ある場合には、その補正は、新たな技術的事項を導入するものでは 

なく許容されます。 

Ｂ 当初明細書等の記載から自明な事項にする補正：〇 

 補正された事項が「当初明細書等の記載から自明な事項」である 

場合には、当初明細書等に明示的な記載がなくても、その補正は、 

新たな技術的事項を導入するものではなく許容されます。 

 補正された事項が「当初明細書等の記載から自明な事項」といえ 

るためには、当初明細書等の記載に接した当業者であれば、出願時 

の技術常識に照らして、補正された事項が当初明細書等に記載され 

ているのと同然であると理解する事項でなければなりません。 

Ｃ 数値限定を追加又は変更する補正 

（ア）その数値限定が新たな技術的事項を導入するものではない場 

合には許容されます。 

 例えば、明細書（発明の詳細な説明）中に「望ましくは 24～25℃」 

との数値限定が明示的に記載されている場合、その数値限定を請求 

項記載の発明（＝特許請求する発明）に追加する補正は許容されま 

す。 

 24℃と 25℃の実施例が記載されている場合は、そのことをもって 

直ちに「24～25℃」の数値限定を追加する補正が許されることにな 

りません。 

（イ）請求項（＝特許請求する発明）に記載された数値範囲の上限、 

下限等の境界値を変更して新たな数値範囲とする補正は、以下の(i) 

及び(ii)の両方を満たす場合、新たな技術的事項を導入するもので 

はなく、許容されます。 

 (i) 新たな数値範囲の境界値が当初明細書等に記載されている 

 (ii) 新たな数値範囲が当初明細書等に記載された数値範囲に含 

まれている 

Ｄ 発明の効果を追加する補正 

 一般に、発明の効果を追加する補正は、新たな技術的事項を導入 

するものであって許容されません。 

 しかし、当初明細書等に発明の構造、作用又は機能が明示的に記 



載されており、この記載から発明の効果が自明な事項である場合は、 

その発明の効果を追加する補正は、新たな技術的事項を導入するも 

のではなく許容されます。 

 

＜むすび＞ 

 特許出願を行った後、特許出願で提出した文章・図面に記載して 

いなかった技術的事項を追加する補正を行うと「新規事項追加の補 

正である」ということで拒絶理由になり、また、特許権成立後に新 

規事項追加の補正が審査で見逃されていたことがわかると特許無効 

理由になります。そこで、特許出願の際の発明を説明する文章・図 

面は慎重に準備する必要があります。 

詳しくは専門家である弁理士にご相談ください。 

 

＜次号の予定＞ 

 特許庁の審査で「進歩性が欠如している」という拒絶理由を受け 

た際の対応について説明します。 

 

 

■ニューストピックス■ 

 

●オンライン申請とオンライン発送書類の対象拡大（特許庁） 

 

特許庁は、各種手続のデジタル化を推進するため、オンラインで行 

うことが出来る申請書類と発送書類の対象を拡大すると発表しました。 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/sesaku/tetsuzuki_digitaliz

e.html 

 

＜オンライン申請＞ 

現在、オンライン申請ができない全ての申請手続について、原則、 

オンライン申請を可能とする新たな機能がインターネット出願ソフ 

トに追加されます。この新たな申請を「電子特殊申請」と呼び、電子 

特殊申請を可能とする機能を「特殊申請機能」と呼びます。電子特殊 

申請は、特殊申請機能を用いて、送付票と呼ばれる書誌情報を作成し、 

その送付票に申請書類や添付書類をＰＤＦの形式で添付することで、 

オンライン申請が可能となります。 

オンライン申請が可能となる書類例としては、委任状、譲渡証書、 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/sesaku/tetsuzuki_digitalize.html
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優先権証明書などの出願関係、権利の譲渡など登録関係、その他、無 

効審判、異議申立などが含まれています。 

 

＜オンライン発送書類＞ 

現在、インターネット出願ソフトを用いたオンライン発送の対象 

外となっている書類のうち、申請人からの要望の高い以下の７書類 

が、新たにインターネット出願ソフトを用いたオンライン発送の対 

象に追加されます。 

 

1. 特許（登録）証 [四法] 

2. 年金領収書 [四法] 

3. 自動納付関係通知 

4. 商標更新申請登録通知 

5. 移転登録済通知 [四法] 

6. 識別番号通知 

7. 包括委任状番号通知 

 

＜今後のスケジュール＞ 

オンライン申請書類については２０２４年１月、オンライン発送 

書類については２０２４年３月にインターネット出願ソフトに追加 

される機能がリリースされる予定です。ただし、実際のサービス開始 

は、関係法令の施行日となります。 

 

●ＡＩ関連発明の審査体制を強化（特許庁） 

 

特許庁は、ＡＩ関連発明の特許審査の体制を強化すると発表しま 

した。 

https://www.meti.go.jp/press/2023/09/20230921001/20230921001

.html 

 

文書や画像を自動作成する生成ＡＩの出現によって、今後、これま 

で以上に幅広い分野で創作過程にＡＩが活用されることが見込まれ 

ます。そのため、特許庁では、これまでＡＩ技術の活用が見られなか 

った分野も含め、ＡＩ関連発明の審査をサポートできるような審査 

体制を整備する必要があると判断、１０月 1日付けで専門的な知見 

を持つＡＩ担当官を１３人から約３倍の３８人に増員しました。 

https://www.meti.go.jp/press/2023/09/20230921001/20230921001.html
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ＡＩ関連発明は、これまで医療用の画像診断などの出願が多かっ 

たのですが、生成ＡＩの出現により、自動運転や製薬などの技術分野 

でもＡＩ関連の出願が増えてきました。特許庁では、ＡＩ審査の体制 

強化により、ＡＩ関連発明の効率的な審査が推進できるとしていま 

す。 

 

●記事利用料、著しく低い設定は独占禁止法違反も（公取委） 

 

 公正取引委員会は、新聞社やテレビ局などのメディアとニュース 

サイトを運営する事業者との取引を調査し、ニュース記事の使用料 

を著しく低い単価に設定した場合は、独占禁止法違反にあたるおそ 

れがあると指摘しました。 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/sep/230921ne

wcontent.html 

 

 調査報告によりますと、２０２１年度に「Yahoo！」や「ＬＩＮＥ」 

などを運営する６社が報道機関側に支払った記事利用料は、閲覧回 

数 1,000回当たり平均 124円で、最も高い事業者が 251円、最も低 

い事業者が 49円と約５倍の差があることが分かりました。 

 公取委は、多くのメディアと記事のやり取りがある「Yahoo！」に 

ついては、不当な要求をしても受け入れざるを得ない場合があるこ 

とから、「メディアに対して優越的地位にある」との見解を示しまし 

た。そのうえで、一方的に著しく低い記事の使用料を設定した場合、 

独占禁止法違反にあたるおそれがあると指摘しました。 

 また、使用料の水準の根拠となるデータについては、「可能な限り 

開示することが望ましい」と指摘しました。 

 

●模倣品の輸入止め件数、過去３番目の多さ（財務省関税局） 

 

財務省関税局は、全国の税関で知的財産権を侵害する模倣品など 

の輸入を差し止めた件数が、２０２３年上半期は前年同期比２３． 

７％増の 1万 5,536件だったと発表しました。 

https://www.mof.go.jp/policy/customs_tariff/trade/safe_socie

ty/chiteki/cy2023_1/index.html 

財務省によりますと、差止件数は３年ぶりに１万５千件を超え、過 

去３番目の水準となりました。個人使用の目的で輸入した場合でも 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/sep/230921newcontent.html
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新たに取り締りの対象となったことが要因とみられます。今回は加 

熱式たばこのカートリッジなどの模倣品が急増しました。 

品目別では、衣類が最も多い２８．１％を占め、次いでバッグ類が 

２３．９％、スマートフォンのケースなど、携帯電話とその付属品が 

14.6％などとなっています。 

 

●「みんなの意匠権 十人十色のつかいかた」発行（特許庁） 

 

特許庁は、意匠制度の活用方法が４コマ漫画で分かるガイドブッ 

ク「みんなの意匠権 十人十色のつかいかた」を発行しました。 

https://www.jpo.go.jp/system/design/gaiyo/info/document/mi

nnano_ishoken/01.pdf 

 

本ガイドは、初めて意匠制度に触れる方や、意匠制度をより効果的 

に活用されたい方、他の産業財産権制度ほど意匠制度になじみがな 

い方に向け、意匠制度の基本やメリット、ビジネスに合わせた活用方 

法、出願手続の基本等を１冊にまとめたものです。 

特に、１０人の仮想人物による意匠制度活用例を４コマ漫画で紹 

介するパート２は、意匠制度になじみのない方にとっても親しみや 

すい内容となっています。 
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